
総　　　　務





年度

令和元年

令和２年

令和３年

国・府支出金 地方債

令和元年 5,556,862 44,273 148,800 5,337,728

令和２年 5,492,090 60,674 63,900 5,344,667

令和３年 5,537,792 10,077 139,400 5,356,007

年度 合　計
（消防費）

常備消防費 非常備消防費 消防施設費 水防費 災害対策費

令和元年 5,556,862 4,763,611 78,132 466,876 58,338 189,905

令和２年 5,492,090 4,742,897 92,029 419,974 25,796 211,394

令和３年 5,537,792 4,746,476 72,371 457,108 25,052 236,785

年度

平成３０年

令和元年

令和２年 255,803,528 5,363,695

消防費（Ｂ）

206,804,977

年度 合　計
（消防費）

その他

特　定　財　源

(4)　過去の決算額

2.6%

(Ａ)に対する(Ｂ)の比率

26,061

（単位：千円）

（単位：千円）

内　　　　　訳

消防予算及び決算

(1)　一般会計に対する消防費（当初予算）

(2)　財源内訳

(単位：千円）

(Ａ)に対する(Ｂ)の比率消防費（Ｂ）一般会計（Ａ）

203,396,865 5,492,090 2.7%

2.7%5,556,862

2.1%

203,515,742 5,537,792 2.7%

32,308

22,849

(3)　歳出予算概要

（単位：千円）

2.6%204,012,441 5,323,143

一般会計（Ａ）

一般財源

202,357,275 5,247,718
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正監 監 司令長 司令 司令補 士長 副士長 士

510 1 9 31 70 105 154 12 125 3
1 1
1 1
1 1
2 2

課長/司令長/総括主幹 4 2 2
庶 務 2 1 1
企 画 2 2
経 理 3 1 1 1
消 防 団 1 1
課 長 / 司 令 長 3 3
人 事 2 2
教 養 2 1 1

1 1
2 2

課長/司令長/総括主幹 4 2 2
予 防 建 築 設 備 2 1 1
査 察 指 導 1 1
危 険 物 保 安 2 2
広 報 調 査 13 3 3 7
課長/司令長/総括主幹 3 2 1
警 備 救 助 2 1 1
救 急 3 1 2
機 械 2 2

室長/警備司令長
/警備司令/総括主幹

8 4 4

情 報 管 理 1 1
通 信 指 令 18 3 6 9

86 1 6 13 21 22 21 2

署 長 ・ 副 署 長 3 1 2
庶 務 3 1 1 1
予 防 5 2 2 1
警 備 102 3 10 18 33 1 37
小 計 113 1 6 13 21 34 1 37
署 長 ・ 副 署 長 3 1 2
庶 務 3 1 1 1
予 防 8 3 2 1 1 1
警 備 114 3 15 18 41 5 32
小 計 128 1 5 19 21 42 6 33 1
署 長 ・ 副 署 長 3 1 2
庶 務 5 1 1 1 1 1
予 防 11 1 4 4 1 1
警 備 164 3 12 36 55 4 54
小 計 183 1 7 17 41 57 5 55

424 3 18 49 83 133 12 125 1

　《注》　派遣者２名及び初任教育生５名、短時間再任用職員４名を除く。

消防職員

(1)　所属別人員
（令和４年４月１日現在）

　　　　　　　　　     階級
所属

合計
消 防 吏 員 その他

職員

総 人 員
局 長
監 理 官 ・ 局 次 長 ・ 参 事

総
務
部

部 長
部 次 長

総

務

課

人
事
教

養
課

警
防
部

部 長
部 次 長

予
防
広
報
課

警
備
課

通
信

指
令
室

消 防 署 小 計

消 防 局 小 計

消
防
署

東

署

中

署

西

署
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正監 監 司令長 司令 司令補 士長 副士長 士

510 1 9 31 70 105 154 12 125 3

15年1月 43年0月 35年11月 28年11月 21年1月 17年10月 12年8月 16年2月 6年7月 37年11月

3 3

8 8

15 15

9 1 8

17 17

18 2 16

17 3 14

26 11 15

25 1 13 11

22 4 13 5

27 2 17 8

35 10 20 5

45 2 9 32 2

33 3 12 15 3

28 2 14 10 2

19 6 6 6 1

17 6 9 2

19 5 8 3 3

11 7 4

13 7 5 1

15 2 5 7 1

7 2 4 1

6 1 5

10 3 5 1 1

10 2 4 3 1

10 6 1 1 2

3 3

3 1 2

4 1 1 2

8 2 3 2 1

4 2 1 1

1 1

8 1 3 1 1 1 1

9 3 3 1 1 1

3 3

2 1 1

(2)　勤続年数別人員
（令和４年４月１日現在）

　　　　　階級
年数

合計
消 防 吏 員 その他

職員

9 年 ～ 10 年

総 人 員

平 均 年 数

1 年 未 満

1 年 ～ 2 年

2 年 ～ 3 年

3 年 ～ 4 年

4 年 ～ 5 年

5 年 ～ 6 年

6 年 ～ 7 年

7 年 ～ 8 年

8 年 ～ 9 年

21 年 ～ 22 年

10 年 ～ 11 年

11 年 ～ 12 年

12 年 ～ 13 年

13 年 ～ 14 年

14 年 ～ 15 年

15 年 ～ 16 年

16 年 ～ 17 年

17 年 ～ 18 年

18 年 ～ 19 年

19 年 ～ 20 年

20 年 ～ 21 年

33 年 ～ 34 年

22 年 ～ 23 年

23 年 ～ 24 年

24 年 ～ 25 年

25 年 ～ 26 年

26 年 ～ 27 年

27 年 ～ 28 年

28 年 ～ 29 年

29 年 ～ 30 年

30 年 ～ 31 年

31 年 ～ 32 年

32 年 ～ 33 年

38 年 ～ 39 年

39 年 ～ 40 年

40 年 ～ 41 年

41 年 ～ 42 年

34 年 ～ 35 年

35 年 ～ 36 年

36 年 ～ 37 年

37 年 ～ 38 年

　《注》　派遣者２名及び初任教育生５名、短時間再任用職員４名を除く。

42 年 ～ 43 年

43 年 ～ 44 年

44 年 ～ 45 年

45 年 ～ 46 年

46 年 ～ 47 年
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正監 監 司令長 司令 司令補 士長 副士長 士

510 1 9 31 70 105 154 12 125 3

36歳9月 61歳8月 56歳7月 51歳1月 42歳10月 39歳7月 34歳7月 37歳7月 27歳11月 58歳9月

1 1
2 2
6 6
5 5
4 4
9 9
16 16
8 1 7
21 2 19
7 7
15 7 8
27 1 13 13
22 2 8 12
36 4 27 5
21 2 17 2
30 10 16 3 1
30 9 15 1 5
33 16 14 1 2
35 5 15 12 3
26 6 7 12 1
22 9 7 4 1 1
15 8 7
12 8 3 1
12 8 3 1
12 7 4 1
8 2 5 1
10 2 3 3 1 1
6 4 1 1
3 2 1
6 3 1 2
7 4 1 1 1
5 2 3
2 1 1
2 1 1
2 1 1
1 1
2 1 1
3 2 1
6 3 2 1
6 2 2 2
5 1 2 1 1
2 1 1
2 1 1
5 4 1

(3)　年齢別人員
（令和４年４月１日現在）

　   階級
年齢

合計
消 防 吏 員 その他

職員

27歳

総 人 員

平均年齢

18歳
19歳
20歳
21歳
22歳
23歳
24歳
25歳
26歳

39歳

28歳
29歳
30歳
31歳
32歳
33歳
34歳
35歳
36歳
37歳
38歳

51歳

40歳
41歳
42歳
43歳
44歳
45歳
46歳
47歳
48歳
49歳
50歳

　《注》　派遣者２名及び初任教育生５名、短時間再任用職員４名を除く。

56歳
57歳
58歳
59歳

61歳
62歳
63歳
64歳
65歳

52歳
53歳
54歳
55歳

60歳
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令和３年 514 511 3

　　　　　　（平成１８年度以前の実配置数には、初任教育生を含む。）

　　　　　職員４名を除く。

≪注≫　１　実配置数は、毎年４月１日現在である。

　　　　２　令和4年度の実配置数については、派遣者２名及び初任教育生５名、短時間再任用

令和４年 510 507 3

令和２年 509 506 3

(4)　職員の推移状況

　　　　　　　　　　　　区分

 年度

実 配 置 数

合　　　計 消防吏員 その他職員

475 472 3

平成１５年 473 470 3

平成１４年

平成１６年 472 469 3

平成１７年 477 474 3

平成１８年 457 454 3

平成１９年 462 458 4

平成２０年 467 464 3

平成２１年 470 467 3

平成２３年

平成２２年 476 473 3

491 489 2

3

491 489 2平成２４年

486 483平成２５年

2平成２６年 495

平成２７年 504 502 2

493

平成３１年（令和元年） 496 494 2

平成２８年 502 500 2

平成２９年 503 501 2

平成３０年 495 493 2
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ア　訓練

人 員 時間（分）

17,723 68,010 1,366,718 4 77

イ　職場研修

人 員 時間（分）

緊急自動車機関員認定講習 2 19 200 10 100

交 通 安 全 講 習 5 410 360 82 72

昇任者研修（司令・司令補） 2 23 930 12 465

昇任者研修（消防士長） 1 14 465 14 465

消 防 防 災 研 究 講 演 会 1 26 240 26 240

全国消防救助シンポジウム 2 19 325 10 163

全国救急隊員シンポジウム 2 10 360 5 180

通信指令シンポジウム 1 1 345 1 345

全 国 消 防 技 術 者 会 議 1 9 110 9 110

防 災 研 修 会 1 70 135 70 135

局 （ 部 ） 長 訓 育 2 53 60 27 30

行 政 一 般 2 40 60 20 30

消 防 行 政 452 2,686 7,800 6 17

消 防 法 規 209 1,186 4,050 6 19

一 般 法 規 161 880 2,920 5 18

消 防 事 務 143 761 2,830 5 20

人 事 896 5,378 16,485 6 18

社 会 常 識 390 2,029 7,690 5 20

訓 育 969 5,931 16,990 6 18

礼 式 4 20 70 5 18

予 防 386 2,083 7,760 5 20

火 災 調 査 68 344 1,360 5 20

広 報 14 73 280 5 20

警 備 1,773 9,936 35,200 6 20

通 信 62 345 1,155 6 19

事 故 防 止 716 4,339 13,380 6 19

消 防 機 械 102 548 2,040 5 20

そ の 他 53 304 1,060 6 20

6,420 37,537 124,660 6 19

特 別 教 養

所属（局）教養

所属（署）教養

合 計

(5)　職場教養実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

延　時　間
 (分）

１回当たり平均
科 目 種 別 回 数 延 人 員

（令和３年度中）

（令和３年度中）

回 数 延 人 員
延　時　間
 (分）

１回当たり平均

警 防 訓 練
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1 51 1 1
1 11 1 1
1 3 1 1
1 3 1 1
1 1 4 2 1 1

1 1 3 3

1 1 1 1
初 級 幹 部 科 1 9 3 3
中 級 幹 部 科 1 7 3 3
上 級 幹 部 科 1 1 3 3
救 助 科 2 18 3 3
警 防 科 1 9 3 2 1
予 防 科 防 火 査 察 課 程 1 6 1 1
予 防 科 危 険 物 課 程 1 6 1 1
予 防 科 消 防 設 備 課 程 1 6 1 1
火 災 調 査 科 1 9 2 2
は し ご 車 技 術 講 習 2 4 3 3
通 信 指 令 研 修 1 4 1 1
採 用 後 ３ 年 目 研 修 4 2 15 15
教 育 技 法 研 修 1 1 1 1

1 8 1 1
1 2 4 1 1 2
1 3 1 1
1 3 1 1
1 2 2 2
1 － 1 1
1 － 1 1
1 5 2 2
1 128 3 3

大 阪 市 消 防 局 2 1 2 1 1
堺 市 消 防 局 1 2 1 1

31 8 31 3 13 14 1
3 15 3 3

近 畿 救 急 医 学 研 究 会 3 1 35 2 5 13 13 2
市立東大阪医療センター 3 － 3 2 1
石 切 生 喜 病 院 3 － 3 1 2
市立東大阪医療センター 5 － 5 2 3
石 切 生 喜 病 院 3 － 3 1 1 1
全 国 消 防 長 会 1 1 1 1
東 ブ ロ ッ ク 消 防 長 会 1 2 4 2 2

1 1 2 2
1 1 11 1 2 5 3
1 1 1 1
1 1 2 2
1 1 2 1 1
1 1 6 1 5
1 1 1 1

原子力安全技術センター
西 日 本 事 務 所 1 1 9 1 2 6

大 阪 府危険物 安全 協会 1 1 11 2 3 4 2

大 阪 府 交 通 安 全 協 会 3 1 14 14

1 2 1 1
1 3 1 1
1 2 3 1 2

1 3 1 1

106 354 224 26 21 60 72 45
《注》１　派遣日数については、土日祝日等を除く１人当たりの実日数を計上している。
　    ２　半日の研修については、統計上１日として計上している。
　    ３　研修種別において、実日数が確定できないものについては、「－」で表している。

小型移動式クレーン運転技能講習

特 定 化 学 物 質 作 業 主 任 者 研 修

安 全 運 転 管 理 者
副 安 全 運 転 管 理 者 講 習 会

危 険 物 取 扱 者 保 安 講 習

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者
技 術 講 習

中河内救命救急センター

玉 掛 技 能 講 習

原 子 力 災 害 対 策 要 員 研 修

大 阪 府 消 防 長 会

近畿支部消防法令違反是正事例発表会

原 子 力 防 災 基 礎 研 修

緊急時モニタリング研修・実習訓練

大 阪 府 下 救 助 シ ン ポ ジ ウ ム

緊急時モニタリング実践演習

大阪府下消防活動事例発表会

原 子 力 防 災 基 礎 研 修

合 計

ビ デ オ 喉 頭 鏡 病 院 実 習

気 管 挿 管 病 院 実 習

上級予防研修【建築・設備コース】

第2級陸上特殊無線技士養成講習

火 災 調 査 指 導 者 育 成 研 修

救 急 救 命 士 養 成 課 程

大 阪 市 消 防 局
高度専門教育訓練センター

上級予防研修【危険物・保安コース】

大 阪 特 殊 自 動 車 学 校

救急ワークステーション受託研修

特 殊 災 害 研 修

就 業 後 研 修

原 子 力 安 全 協 会

大阪府原子力災害医療 基礎研修

労働安全衛生 管理 協会

(6)　派遣研修状況                                                      　　　　 

派
遣
人
員

階　級　別　人　員
派
遣
回
数

委 託 機 関

（令和３年度中）

司

令

長

以

上

そ

の

他

の

職

員

士

長

種 別

副

士

長

・

士

派
遣
日
数

司

令

補

司

令

救 急 隊 員 部 会

就 業 前 研 修

火 災 調 査 担 当 者 会 議

ハ ラ ス メ ン ト 等 相 談 窓 口
相 談 員 向 け 研 修 会

専 科 教 育 警 防 科

上 級 救 助 研 修

特
別

教
育

専
科
教
育

専 科 教 育 新 任 教 官 科

指 令 情 報 セ ン タ ー 実 務 研 修

消防大学校

火 災 調 査 研 修

国 際 消 防 救 助 隊 員 研 修

総務省消防庁
危 険 物 事 故 防 止 講 習 会

国 際 消 防 救 助 隊 連 携 訓 練

幹
部
教
育

大 阪 府 立 消 防 学 校

国 際 消 防 救 助 隊 セ ミ ナ ー

指 揮 研 修
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